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令和 7年度 6月補正予算(案)の概要 

Ⅰ 予算の規模 

 現計予算額 今回補正額 補正後の額  前年同期比 

一 般 会 計 148,054,000 千円 2,252,690 千円 150,306,690 千円  120.9% 

特 別 会 計 9,633,200 千円 418,006 千円 10,051,206 千円  16.1% 

企 業 会 計 22,814,700 千円 0千円 22,814,700 千円  26.1% 

合 計 180,501,900 千円 2,670,696 千円 183,172,596 千円 93.3% 

 

Ⅱ 歳出予算の事業 

一般会計【復旧・復興関係経費】 (単位：千円)

【新】・中部航空音楽隊復興応援演奏会開催費補助 400 (総  務)

 中部航空音楽隊が開催する演奏会に対する補助 
[日 時] 令和 7年 9月 21日(日) 
[会 場] 輪島中学校体育館 
[交付先] 輪島自衛隊友の会 

  

 

 ・消防団等施設整備事業費 1,300 (防災対策)

  自衛消防隊が保有する小型動力ポンプの更新に対し補助 
[交付先] 深田区自主防災組織 

  

 

 ・指定避難所等管理費 6,750 (防災対策)

  災害備蓄品等の保管に係る費用(ヤスサキ内の一区画を賃貸借) 
  

 

 ・過年発生消防施設単独災害復旧事業費 110,000 (防災対策)

  消防施設等の災害復旧 
  奥能登広域圏事務組合消防本部・輪島消防署、分団センター、 

公設消火栓等 
 

 

 ・過年発生庁舎等施設単独災害復旧事業費 140,000 (監  理)

  庁舎等施設の災害復旧 
三井出張所、南志見出張所、三角州駐車場等 

 

  

【新】・公共ライドシェア実証事業費 29,167 (復興推進)

  持続可能な公共交通及び交通空白地の解消を目的とした公共ライドシェ
アの実証運行 
 [実施箇所] 市街地夜間及び東部地区(町野、南志見) 
 ※交通空白解消緊急対策事業(国土交通省採択) 
  

  

【新】・奥能登デジタル地域拠点整備事業費 29,551 (復興推進)

  孤立が想定される地域にスターリンク等を設置 
  町野地区、南志見地区、七浦地区 
 ※地域社会DX推進パッケージ事業(総務省採択) 
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【新】・復興教育「つなぐプロジェクト」事業費 5,000 (教育総務)

  持続可能な輪島の創造的復興を担う人材の育成を目的とした「つなぐプ
ロジェクト」を令和8年度から本格展開していくための準備費用 
(指導者研修、プログラム策定、活動補助、先進地視察等) 

 [事業期間] 令和 8年度～令和16年度(3期 9年間) 
        第 1期(令和 8～10年度) ：導入期 
        第 2期(令和 11～13年度)：創造期 
        第 3期(令和 14～16年度)：発展期 
 

  

 ・文化的景観保存事業費 7,563 (文  化)

  大沢町及び上大沢町における間垣集落景観保存活用に向けた調査及び被
災状況の記録保存 
 

  

【拡】・応急仮設住宅移転等支援事業費 2,500 (被災者生活再建支援)

 応急仮設住宅の集約移転となった場合に、生活用品の再調達等に係る費
用を助成 
 [移転先での生活用品の再調達への助成] 
  ①1～2人世帯(1K(DK)入居者)：定額4万円 

②3～4人世帯(2K(DK)入居者)：定額5万円 
  ③5～6人世帯(3K(DK)入居者)：定額6万円 
 [個人で設置したエアコンの移設費用への助成] 

上限 5万円(実費相当分) 
 [引っ越し業者を利用せず移転した場合の助成] 
  定額 3万円 
 

  

 ・市税還付金 510,700 (税  務)

  R5、R6における市税の減免に係る還付金及び還付加算金 
 

  

【新】・高齢者等市外避難者帰還支援事業費 9,600 (福  祉)

  震災前に市内で宿泊系サービスを利用し、震災後避難のため市外で宿泊
系サービスを利用している高齢者が、民間救急車を利用し市内に戻ってく
るための移送費用を助成 
 [助成上限額] 県内帰還者：10万円 

県外帰還者：15万円 
 

  

【新】・被災者コミュニティセンター入浴支援事業費 7,200 (福  祉)

  建設型仮設住宅入居者が各コミュニティセンターの公衆浴場を利用する
際に、入浴料の一部を助成 
 [助成額] 250 円/回 
 

  

 ・こどもの居場所づくり支援事業費 10,000 (子育て健康)

  NPO 法人等が創意工夫して行う居場所づくりのモデル事業に対し支援 
 ①被災したこどもたちが仮設住宅や自然の中でのあそび場づくり事業 
  [交付先] 特定非営利活動法人 紡ぎ組 
 ②能登のこどもたちに「あそび」を届け、地域のあそび場づくりを支え

るプレイカー事業 
  [交付先] 特定非営利活動法人 Chance For All 
 [交付額] 上限 500万円/団体  
 ※こどもの居場所づくり支援体制強化事業(こども家庭庁採択) 
 

  

 ・過年発生児童福祉施設単独災害復旧事業費 108,000 (子育て健康)

  保育所の災害復旧 
  鳳来保育所、松風台保育所、河原田保育所 
 放課後児童クラブの災害復旧 
  統合小学校敷地内での建設予定 
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 ・漁船等災害復旧支援事業費 37,048 (農林水産)

  共同利用に必要な漁船の建造や中古船の取得又は漁具の導入に対し補助 
 [補助率] 9/10(国 10/30、県 11/30、市 6/30) ※国県分は直接補助 
 [交付先] 石川県漁業協同組合 
 

  

【拡】・水産業共同利用施設災害復旧支援事業費 41,400 (農林水産)

  被災した共同利用施設の復旧に対し補助 
 [補助率] 8/10(国 5/10、県 1/10、市 2/10) ※国県分は直接補助 
R7独自上乗せ実施：市補助1/10→2/10 
[交付先] 石川県漁業協同組合 

 

  

【新】・新業種等チャレンジ支援事業費 10,000 (漆器商工)

  石川県の「チャレンジ支援補助金」の採択を受けた事業者に対し上乗せ
補助を実施 
 [補助率] 
  小規模事業者：県補助の1/4(自己負担の1/2) 

中小企業  ：県補助の1/2(自己負担の1/2) 
  (小規模事業者、中小企業ともに上限50万円) 
 

  

【新】・震災復興観光振興推進事業費 30,000 (観  光)

  地域が主体となった国内外からの誘客及び観光消費拡大につながる取組
を支援(ソフト面の支援) 
 [対象者] 観光振興に資する民間事業者(団体、個人事業主等) 
  ①観光振興(PR動画の作成、市外でのPR等) 

②観光物産振興(特産品等の商品開発、市外での観光物産展等) 
 [補助率] 1/2(上限 300万円) 
 

  

 ・過年発生商工施設単独災害復旧事業費 300,000 (観  光)

  観光施設の災害復旧 
  輪島キリコ会館、マリンタウン観光交流施設、ふらっと訪夢、 

足湯施設「湯楽里」 
   

  

【新】・インフラ復旧等調整事業費 79,200 (土  木)

  道路、河川、水道、下水道等各課が実施するインフラ復旧工事を調整し、
効率的かつ迅速な復旧を図る 
 【債務負担行為】 

期 間：R8 
限度額：136,070 千円 

   

  

【新】・浸水被害対策事業費 69,000 (土  木)

  市街地での浸水シミュレーション及び浸水対策基本計画の策定 
    

  

・災害公営住宅整備事業費 204,725 (まちづくり推進)

  災害公営住宅予定地の土地購入 
  宅田町(ファミイ跡地)、町野町広江 
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一般会計【通常事業分】 (単位：千円)

【新】・小中学校開校準備費  10,467 (教育総務)

 小中学校の再編に係る準備費用(校歌、校章、校旗、閉校式典補助) 
 

 

【新】・義務教育学校整備事業費  36,065 (教育総務)

 令和 8 年 4 月開校予定の東部地区(町野町)、西部地区(門前町)における
小中一貫義務教育学校を整備(基本設計業務委託等) 
 

 

 ・物価高騰対応重点支援給付金事業費  57,900 (福  祉)

 定額減税不足額給付事業 
 R6に実施した調整給付の額と本来給付すべき額に差額が生じた者に対
し不足額を支給 

 

 

【新】・福祉サービス事業者物価高騰対策支援事業費  30,880 (福  祉)

 石川県が実施する物価高騰対策支援金を受けた福祉サービス事業者に対
し上乗せ補助 
[対象施設] 
介護施設、障害者施設、保育施設 

 [補助単価] 
  ①入居系     ：2万円/定員 

②通所系(入浴有) ：4万円/定員 
③通所系(入浴無) ：26万円/事業所 
④訪問系     ：13万円/事業所 
⑤保育所及び幼稚園：4千円/定員 
 

 

【新】・トキ生息環境整備事業費 3,000 (農林水産)

 トキ放鳥推進モデル地区の取組を横展開することによる環境整備 
[内容] 取組ごとに1万円/10a(最大 3万円) 

  ①江、水田魚道、水張水田の設置 
②収量低下対策(鶏ふん堆肥散布等の新技術の試行への支援) 

 

 ③草刈等省力化対策(省力化機械導入等への支援) 
 
 
 
 

企業会計【水道事業】 

【新】・水道料金(基本料金)の無償化【物価高騰対策】 (上下水道)

 エネルギー、食料品価格等の物価高騰により厳しい状況にある市民生活
や経済活動を支援するため、水道使用量が特に多い夏場の水道料金を軽減 
[対 象 者] 本市と給水契約を締結している全契約者(官公署を除く。) 
[免除対象] 水道料金の基本料金及びメーター使用料 
[免除期間] 令和 7年 7月請求分(6月使用分)から同年10月請求分(9月

使用分)まで(4か月間) 
 [事 業 費] 78,400 千円(19,600 千円×4か月) ※一般会計から補塡 

 

 

 

 


